
本事例集では、 学校の労働安全衛生管理体制の整備と 運用、 メ ンタ ルヘルス対策で創意工夫をし ている 3 自治体の取り 組みと

2 校の衛生委員会活動を紹介し ています。 これら事例から他自治体・ 学校が参考にできると 思われるいく つかの示唆と 留意点を

整理し ておきます。

1 ． 学校の労働安全衛生管理体制の構築は事業者（ 教育委員会）の責務

学校における安全衛生活動と 教職員のメ ンタ ルヘルス対策は、 学校の活気と 教育活動の質の向上に直結し ます。 近年、 メ ンタ

ルヘルス不調そのものに対する対応・ 対策に主眼を置く のではなく 、 労働者が生き生きと 働ける職場づく り が、 やり がいと誇りを

増進し 組織を活性化さ せ生産性も向上すると いう「 ポジティ ブ・ メ ンタ ルヘルス」の考え方が重要視されるよう になっていますⅰ。

その意味でも、 今日、 経営者・ 管理職が、 労働者が心身共に健康で安全な働きやすい職場環境づく り を経営上の最重要方針にす

る旨を宣明し 実践していく こと は重要です。

学校においてもその点は同じ です。 公立学校教職員の服務監督権者である都道府県・ 市町村の教育委員会は、 学校の労働安全

衛生管理体制の整備と 教職員の安全配慮義務を負う 事業者であること を強く 自覚し、 教職員の安全・ 健康を守ること を宣明し そ

の取り 組みを進めていく 必要があり ます。 ただし 、 教職員の安全衛生管理規程を未だ定めていない市町村数が893（ 50 .8 % ）と

全体の5 割を超えていますし（ 文科省「 令和3 年度　 公立学校等における労働安全衛生管理体制等に関する調査」　 令和3 年5 月1

日時点）、 教職員数50 人未満の小中学校の安全衛生管理体制の整備率は全体的に低い水準に留まっているなど、 都道府県に比べ

市町村における学校の労働安全衛生管理体制の構築が遅れています。

そう し た全国的状況に照らし て考えると き、 大分県における県・ 市町村が一体的に進めている取り 組みは参考になり ます。 県

市町村立学校職員安全衛生連絡協議会を設け、 県・ 市町村の教育委員会が情報共有を図り ながら毎年度のPDCAサイクルを回し

て県内市町村の労働安全衛生管理体制の整備や取り 組みの底上げを図っています。 また、 そう し た取り 組みは、 県と 市町村の関

係だけでなく 、 市町村教育委員会と 所管学校などと の関係でも必要です。 川崎市では市全体で「 学校教職員安全衛生委員会」（ 年

6 回開催）、 川口市では市教育委員会に「 学校教職員衛生委員会」（ 年3 回程度開催）を設け、 学校の取り 組み状況を共有し ながら

市教育委員会が指導・ 支援を進めています。 学校の安全衛生管理と 教職員のメ ンタ ルヘルスの取り 組みを学校などに丸投げし な

いで都道府県・ 市町村教育委員会が事業者の責務と し て体制づく り を図ること が重要です。

2 ． メ ンタルヘルスケアの取り 組みと仕組みづく り

労働者のメ ンタ ルヘルスケアを促進するために、 国は安衛法などで「 心の健康づく り 計画」を策定すること を企業などに義務付

けています。 教育委員会では策定し ている例も多いのですが、 学校レベルと なるとほと んど策定さ れていないのが実情です。 教

育委員会は、 策定し た「 心の健康づく り 計画」の内容をパンフレッ ト や通知などで学校・ 教職員に伝えメ ンタ ルヘルスに対する意

識を日常的に促し ていく ことが大切です。

厚生労働省「 労働者の心の健康の保持増進に関する指針」ⅱでは、 メ ンタルヘルスケアは、「 セルフケア」、「 ラインによるケア」、

「 事業場内産業保健スタ ッ フ等によるケア」及び「 事業場外資源によるケア」と いう 4 つのケアが継続的かつ計画的に相互に連携し

ながら行われることが重要であると しています。

し かし 、 学校は、 分散事業場であるため健康管理スタ ッ フの目が届きにく く 、 産業保健管理を一元的に実施すること が容易で

はないなどの事情もあり 、 民間などと 比較し て産業医などの専門家が係る産業保健活動の実施状況が低いと 指摘されています
ⅲ
。

また、「 ラインによるケア」の責任者である校長などの管理職は、 労働安全衛生やメ ンタ ルヘルスの専門的知見を有し ていないた

め教職員個々の勤務・ 健康状況を把握し 必要で適切な対応を取ること は難し く 、 管理職が一人で抱え込まないよう にする必要も

あり ます。 そのためにも、管理職と 教職員が必要な時に相談し やすく 指導・助言を受けること のできる学校内外の産業保健スタ ッ

フと つながり やすい仕組みを整備・ 構築し ておく こ と は重要です。 場合によっては管理職を経由し なく ても、 教職員が、 直接産

業保健スタ ッ フにアクセスできる仕組みを整えておく こと も大切です。

川崎市における健康推進室所属の専門職員の学校巡回相談や産業医の職場巡視、 川口市における学校教職員メ ンタ ルヘルスカ

ウンセラーの配置・ 活用などは、 産業保健スタ ッ フと 校長・ 教職員の接点を確保し 校長・ 教職員が産業保健スタ ッ フにアクセスし

やすく している仕組みと し て参考になり ます。 また、 川口市では、 学校に対し て、 年3 回程度、 産業医を活用し た安全衛生事業

の計画を立て実施すること を求めています。 市内各学校ではそう し た指導の下に、 産業医を活用し て、 職場環境・ 衛生状態など

の点検（ 巡回指導）および指導・ 助言、 健康相談・健康教育（ 講演会、 研修、 学校保健委員会などにおける講師など）、 有所見者への

個別指導・ 助言、 所属長への助言などの取り 組みを実施し ていると のこと です。 産業医の選任や巡視などはあるが産業医の活用
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方法が分からないという 声を聞く こと もあり ますが、 川口市のよう な取り 組みは参考になるのではないでし ょ う か。

3 ． 衛生委員会などの活動について

安衛法では、 労働者の安全・ 健康を守るため、 事業場での安全衛生委員会の設置と 活動を重視し ています。 ただし 、 全国的な

調査などからは、 公立学校における衛生委員会やそれに類する組織（ 以下「 衛生委員会など」と いう 。）の設置、 運営で苦労さ れて

いる様子が伺えます。 多忙などを理由に衛生委員会などを設置し ていてもほと んど開催さ れていない、 年に1 ～ 2 回程の開催、

あるいは校務分掌の他委員会（ 例えば、 教務委員会など）の最後に衛生委員会などの議題を取り 上げ短時間で済ませているなどと

いう 実態も見られ、 形骸化し ているのではないかと いう 指摘もあり ます（ なお、 月1 回の開催を確保する理由などで他の委員会・

会議と 組み合わせて開催すること は工夫の一つと し て否定するものではあり ません）。

〈 管理職の重要な役割と 安全衛生担当者の計画的な配置・育成〉

川口市・ 十二月田小学校と 奄美市・ 金久中学校の衛生委員会の取り 組みからは、 安全衛生・ 健康管理に対する深い認識を有する

校長と 衛生推進者の役割が大きいことが分かり ます。

近年、 働き方改革を背景に、 管理職研修で安全衛生・ 健康管理のテーマが扱われたり 人事評価項目にも関連項目が入れられる

よう になってきていますが、 未だ十分と は言えない状況です。 学校管理職が安全衛生・ 健康管理に対する認識を深め実際の学校

経営に活かすこと ができるよう 管理職の養成、 選考、 研修、 評価の各段階で計画的系統的な工夫が求められます。

また、衛生管理者・ 衛生推進者の選任では、多忙であること やなり 手不足などの問題もあり 、特に小規模校では教頭が「 あて職」

と し て担当する例が多く あり ます。 衛生管理者や衛生推進者の資格は、 学歴・ 経験の他に資格試験に合格するか講習修了で取得

できます。 衛生管理者は、 保健・ 体育の免許か養護教諭資格を有し ていれば良いこと になっており 、 衛生推進者にもなれます。

そのため、多く の学校で衛生管理者や衛生推進者に教頭以外に、養護教諭や保健・ 体育教諭が選任さ れる傾向にあり ます。 ただし 、

そう し た教諭の兼務は当該教諭の多忙化や負担過重を強いることもあり 、 可能な限り 衛生管理者や衛生推進者の有資格者を計画

的に増やし ていく こと が大切です。 諸事情でやむを得ず兼務する場合には、 当該教諭の負担軽減などに配慮をすること が大切に

なり ます。 特に小規模校の多い小中学校では選任が必要な衛生推進者については、 都道府県労働局長の登録を受けたものが行う

講習（ 近年ではW EB講習も増えています）を修了すること で資格が得られますので、 教育委員会は計画的に教職員を公費派遣し

有資格者の確保・ 育成を考えてはどう でし ょ う か。

〈 衛生委員会等の運営の工夫〉

川口市・ 十二月田小学校の衛生推進委員会のメ ンバー構成と 運営などは、 衛生委員会はこう あるべきと いう 固定概念を変える

ものです。 構成メ ンバーに管理職を入れず、 また、 衛生推進者以外のメ ンバーは固定せず各学年で参加できる学級担任1 名が交

代で学年代表と し て出席すること にし ています。 調査審議する事項も、 安全・ 衛生に限らず働きやすい職場の実現に関り があれ

ば様々な意見・ 要望を自由に出せる場と し ています。

衛生委員会などは、安全・ 衛生に関して調査審議する機関だと 言われても、何をし てよいのかわからないと いう 声も聞かれます。

安衛法などでは、 調査審議の事項と して、 労働者の健康被害防止、 健康の保持増進、 安全衛生教育などが規定されています。 そ

れ以外に、 季節（ インフルエンザ予防など）や年間行事予定（ 定期健康診断、 スト レスチェ ッ クなど）に合わせて月毎の議題を設定

し たり 、 職場の問題などの洗い出し や要望などを集約するため職場アンケート 調査などを定期的に実施し て調査結果を話し 合っ

たり と いう 工夫をしている自治体・ 学校もあり ます。 調査審議という と 何か難し いよう に感じますが、 長野県教育委員会「 労働安

全衛生管理体制　 サポート ガイド 」（ 令和5 年2 月）ⅳでは、 啓発（ 安全や健康に関する話題提供）⇔報告（ 自校の状況について資料

や各種調査結果を報告）⇔審議（ 報告に基づく 自校での課題の整理と 対策）と いう サイクルで年間各月のテーマを考え衛生委員会

等を運営するよう 提案をし ています。

衛生委員会などは、 安衛法が安全・ 衛生に係る「 自主的活動の促進」（ 同法1 条）を図るために重視し ている組織ですので、 学校

にし っかり 定着し ていく よう 関係者の取り 組みに期待したいと 思います。
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